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修士課程

博士課程

専門職学位課程

（人）98,650

254,013

205,311

※ 在学者数
「修士課程」：修士課程，区分制博士課程（前期２年課程）及び５年一貫制博士課程（１，２年次）
「博士課程」：区分制博士課程（後期３年課程），医・歯・薬学（４年制），医歯獣医学の博士課程及び５年一貫制博士課程（３～５年次）

通信教育を行う課程を除く

出典：学校基本統計

（各年度５月１日現在）
・H3→H12で約2.1倍、H3→H30で約2.6倍

■ 大学院在学者数の推移
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出典：人口推計（総務省統計局） 、学校基本統計を基に文部科学省大学振興課作成

※１８歳人口 121.0万人（平成23年10月1日現在）、 ２２歳人口 120.1万人（平成27年10月1日現在）、 ２４歳人口 122.6万人（平成29年10月1日現在）
※入学者は、学士課程は平成23年度入学者総数、修士課程と専門職学位課程は平成27年度入学者総数、博士課程は平成29年度入学者総数から、百人
単位を四捨五入したもの。なお、学士課程については入学者総数とし、修士課程及び専門職学位課程、博士課程については社会人入学者を除く。

学士課程入学者61.3万人を
18歳人口と比べた場合の学士課程入学者の割合

50.7％

社会人を除く6.4万人を
22歳人口と比べた場合の修士課程入学者の割合

5.3％

社会人を除く0.9万人を
24歳人口と比べた場合の博士課程入学者の割合

0.7％

博士課程入学者1.5万人

修士課程入学者7.2万人
（6.4万人＋社会人0.8万人）

学士課程入学者61.3万人

専門職学位課程入学者0.7万人
（0.3万人＋社会人0.3万人）

社会人
0.6万人

0.9万人

社会人
0.8万人

6.4万人 社会人
0.3万人

0.3万人

【平成23年度】18歳人口121.0万人

社会人を除く0.3万人を
22歳人口と比べた場合の専門職学位課程入学者の割合

0.2％
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■ 学士課程・修士課程・博士課程進学者の規模（推計）



修士の数は米・独・仏・英・韓と比較して、1/3程度。また、人文・社会科学の割合が極端に低い。

注：
＜日本＞当該年度の4 月から翌年3 月までの修士号取得者数を計上。「その他」は、教養、国際関係、商船等である。
＜米国＞当該年9 月から始まる年度における修士号取得者数を計上。「その他」には「軍事科学」、「学際研究」等の学科を含む。米国の最新資料に基づくデータなので、科学技術指標の過去版とは数値が異なる場合があ
るため注意。
＜ドイツ＞標記年の冬学期及び翌年の夏学期における修士（標準学修期間1～2 年）及びディプローム数である。教員試験（国家試験）等合格者（教育・教員養成学部以外の学生で教員試験に合格した者を含む）は、ディプ
ロームの「教育・教員養成」に含まれる。
＜フランス＞当該年（暦年）における修士号（通算5 年）の取得者数。
＜英国＞標記年（暦年）における大学などの上級学位取得者数。修士は、学卒者を対象とする資格を含む。例えば、教育の修士には学卒者教員資格（PGCE）課程の修了者19,450人を含む留学生を含む。「その他」はマ
スコミュニケーション及び複合課程を含む。
＜韓国＞標記年の2 月における修士号取得者数を計上。

＜中国＞高等教育機関以外で大学院課程をもつ研究機関等の学位取得者を含む。専攻分野別の数値は不明。

資料：
日本は文部科学省、「学位授与状況調査」
＜米国＞NCES,IPEDS,“Digest of 
Education Statistics”
＜韓国＞韓国教育省・韓国教育開発院、
「教育統計年報」各年版
＜その他の国＞2008 年度：文部科学省、

「教育指標の国際比較」、各国最新年度：
文部科学省、「諸外国の教育統計」

主要国の修士号取得者数を人口100万人当たりで見ると、日本は2017年度で569人と少ない数値である。他国の最新年の値を見ると、最も多
い国は英国で、3694人と群を抜いている。次いで米国（2486人）、ドイツ（2465人）となっている。一方、最も少ない国は中国で366人である。

2008年度と各国最新年を比較すると、日本は微減、その他の国は増加しており、特に、フランス、英国の伸びは大きい。また、数は少ないが中
国の伸びも著しい。（科学技術指標2019より抜粋）

■ 諸外国との比較 －人口100万人当たりの学位取得者数比較（修士）

出典：
文部科学省 科学技術・学術政策研

究所、科学技術指標2019、

調査資料-283、2019年8月
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博士の数は米・独・英・韓と比較して、1/2程度。また、人文社会科学の割合が極端に低い。

注：
＜日本＞当該年度の4 月から翌年3 月までの博士号取得者数を計上。「その他」には、教養、国際関係、商船等を含む。
＜米国＞当該年9 月から始まる年度における博士号取得者数を計上。「その他」には「軍事科学」、「学際研究」等の学科を含む。なお、ここでいう博士号取得者は、“Digest of Education Statistics”に掲載されてい
る“Doctor‘s degrees”の数値から、“Professional fields”（以前の第一職業専門学位：First-professional degree）の数値を全て除いた値である。米国の最新資料に基づくデータなので、科学技術指標の過去版とは
数値が異なる場合があるため注意。
＜ドイツ＞当該年の冬学期及び翌年の夏学期における博士試験合格者数を計上。
＜フランス＞当該年（暦年）における博士号（通算8 年）の取得者数。
＜英国＞当該年（暦年）における大学の上級学位取得者数。連合王国の値であり、留学生を含む。「その他」はマスコミュニケーション及び複合課程を含む。
＜韓国＞標記年の2 月における博士号取得者数を計上。
＜中国＞高等教育機関以外で大学院課程をもつ研究機関等の学位取得者を含む。専攻分野別の数値は不明。

資料：

日本は文部科学省、「学位授
与状況調査」、その他の国は
修士課程の図表と同じ。

主要国の博士号取得者数を人口100万人当たりで見ると、日本は2016年度で118人であり、他国と比べて少ない数値である。他国の最新年の
値を見ると、最も多い国は英国(360人)、次いでドイツ(356人)である。一方、最も少ない国は中国(39人)である。

2008年度と各国最新年を比較すると、日本以外の国は全て増加している。大きく伸びているのは順に、韓国、英国、米国である。
（科学技術指標2019より抜粋）

■ 諸外国との比較 －人口100万人当たりの学位取得者数比較（博士）

出典：
文部科学省 科学技術・学術

政策研究所、科学技術指標

2019、

調査資料-283、2019年8月
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１．７％ （１,５００人）

【前回調査１．７％（１，８００人）】
中卒・小卒

１７．４％ （１５,６００人）

【前回調査２３．６％（２４，９００人）】
高卒

６．８％ （６,１００人）

【前回調査７．４％（７，８００人）】
短大・高専、専門学校卒

６７．８％ （６０,７００人）

【前回調査６１．４％（６４，９００人）】
大卒

６．３％ （５,６００人）

【前回調査５．９％（６，２００人）】
大学院卒

○企業の研究者に占める博士号取得者の割合

企業の研究者に占める博士号取得者の割合についても、他国に比べ低いのが現状。

米国では多くの大学院修了者が管理職として活躍しているのに対し、日本の企業役員のうち大学院卒はわず
か６．３％という現状。

■ 各国企業における博士号取得者の状況

出典：
（日本）総務省統計局「平成29年科学技術研究調査」
（米国）”NSF, SESTAT”
（その他の国）”OECD Science, Technology, and R&D Statistics”
以上のデータを基に文部科学省作成

○米国の上場企業の管理職等の最終学歴

40.9％38.0％38.4％うちMBA取得

0.0％9.8％3.0％四年制
大卒未満

56.1％43.5％35.4％四年制
大学卒

43.9％45.6％61.6％大学院修了

0.0％5.4％14.1%うちPhD取得

経理部長営業部長人事部長

○日本の企業役員等の最終学歴（従業員500人以上）

出典：日本分：総務省「就業構造状況調査（平成２４年度）」（前回調査は平成１９年度）
米国分：日本労働研究機構が実施した「大卒ホワイトカラーの雇用管理に関する国際調査（平成９年）」
（主査：小池和男法政大学教授） 6
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②リカレント教育全体関するデータ
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「理工系人材需給状況に関する調査結果概要」（平成30年4月20日 経済産業省）

「理工系人材需給状況に関する調査結果概要」（平成３０年４月２０日経済産業省）より一部文部科学省にて加工

制度・教育改革ワーキンググループ（第17回）
H30.7.31
「（資料2）リカレント教育の拡充に向けて」抜粋

「理工系人材需給状況に関する調査結果概要」（平成30年4月20日 経済産業省）

9「理工系人材需給状況に関する調査結果概要」（平成３０年４月２０日経済産業省）より一部文部科学省にて加工

制度・教育改革ワーキンググループ（第17回）
H30.7.31
「（資料2）リカレント教育の拡充に向けて」抜粋



※平成31年第4回経済財政諮問会議（平成31年3月27日） 配布資料 10
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制度・教育改革ワーキンググループ（第17回）
H30.7.31
「（資料2）リカレント教育の拡充に向けて」抜粋
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制度・教育改革ワーキンググループ（第17回）
H30.7.31
「（資料2）リカレント教育の拡充に向けて」抜粋

業種 職種 業務内容 求める能力等

アパレル デジタルコンテン
ツマーケティング
リーダー候補

・アプリ等、Web・モバイルを通

じて、顧客の購買体験を構築
し、また店舗への集客および
販促につながり継続的に顧客
に価値を提供できるデジタル
上のコンテンツやマーケティン
グ施策の企画、運用を実施
・SNSやインフルエンサーの活

用等によるモバイル会員増加
や、店舗来客数の拡大にも関
与

【必要な知識・経験】
・事業会社、または代理店におけるデジタルマーケティングにおける3年以上の経験
・最新のデジタルを活用したＷＥＢ、アプリのコンテンツ企画開発力およびメディア知識
・リアル店舗への集客のためのプロモーションスキル
・プロジェクトマネジメント力、推進力
・ビジネス経験5年程度以上

【求める人物像】

・柔軟な発想でマーケティング施策を起案しスピード感もって推進していける発想力と行
動力
・志と成果のために周囲を巻き込みながら推進していけるリーダーシップ
・強い顧客志向、マーケット志向があり、物事の本質を重視しながら変化を楽しめる

電機 品質保証戦略
リーダー

・ワールドワイド市場不良率
ターゲット達成のために、市場
データの分析から、フォーカス
すべき活動を明確にし、活動
実現のための戦略を定め、関
連するメンバー（設計・企画・
地域QA/CS/販社、など）を動

かし、活動の効果確認とフィー
ドバックを行う。

【必要な知識・経験】
商品設計のリーダーの経験者で、設計プロセスについて幅広い知識がある
市場品質改善戦略策定リーダー経験者

【求める人物像等】
自分の専門領域外でも市場問題の技術的内容を理解しようとするマインドを持っている
複雑な事象から具体的な戦略・活動内容に落とし込む論理的思考を持っている

情報通信 コーポレートブラ
ンド管理・企画
（シニアアソシエ
イト～マネー
ジャークラス

・国内外の子会社・グループ会
社における、ブランド使用ルー
ル・レギュレーションの維持・
管理および各社の活動支援

・持株会社におけるコーポレー
トブランド戦略上の課題を発見
するための、調査設計および
レポーティング、それらに基づ
く企画立案

【必要な知識・経験】
・コーポレートブランド管理の経験
・マーケティング／広告宣伝の経験

・外資金融機関・コンサルでの業務経験や、外資メーカー、商社などにおける子会社・投
資先管理の業務経験
【求める人物像等】
・海外含めた多くのステークホルダーを巻き込む力
・自ら課題を設定し、主体的に取り組める
・(子会社、社内各部署や、外部ベンダー等との調整業務が多いため)明るくコミュニケー
ションができ、協調性がある

グローバル企業のキャリア採用における求める能力等の例
※いずれも中途採用の職種
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■ 【社会人】正社員の学び直しの実施率、実施方法

学び直しを行った労働者（正社員）の割合及びその実施方法の内訳（複数回答）

（出典）厚生労働省「平成30年度能力開発基本調査」（調査対象年度は平成29年度）より作成。

【学び直しの実施方法】

0.2 
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1.1 

1.5 

2.4 

19.5 

22.7 

25.7 

27.6 

50.7 

0 10 20 30 40 50 60

不明

その他

高等専門学校、大学、大学院の講座の受講

専修学校、各種学校の講座の受講

公共職業能力開発施設の講座の受講

通信教育の受講

民間教育訓練機関（民間企業、公益法人、各種団体）の講習会、セミナーの参加

社外の勉強会、研究会への参加

社内の自主的な勉強会、研究会への参加

ラジオ、テレビ、専門書、インターネット等による自学、自習

（%）

約５割の労働者が自己啓発（学び直し）を実施
学び直しの実施方法として「大学・大学院等の講座の受講」はわずか１％程度
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学び直しを行った正社員：44.6％

■ 【社会人】正社員の学び直しの実施時間、費用負担、目的

（出典）厚生労働省「平成30年度能力開発基本調査」（調査対象年度は平成29年度）より作成。

平均延べ実施時間 ： 25.5時間

平均延べ自己負担費用（推計）※

約2.6万円（最大50万円以上、最小０円）

費用補助を受けた者 ： 42.6%

平均補助額（推計）※ 

約4.3万円（最大50万円以上）

補助主体別内訳
勤務先の会社・・・・・・・・・・・・82.9%
国の教育訓練給付金制度・・2.1%
労働組合・・・・・・・・・・・・・・・・0.9%
その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・1.2%
不明・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・12.8%

※回答方法が金額階級別になっていることから、各階級の
中間値を当該回答、最高階級「50万円以上」は65万円を
補助額として、平均補助額を算出

費用補助を受けた者は約４割
現在の仕事のために学び直しを実施する者が８割以上

15
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7.1 

20.7 

32.2 

58.9 

87.4 

0 50 100

その他

海外勤務に備えて

退職後に備えるため

配置転換・出向に備えて

転職や独立のため

昇進・昇格に備えて

資格取得のため

将来の仕事やキャリアアップに備えて

現在の仕事に必要な知識・能力

を身につけるため

【学び直しを行った理由】



■ 【社会人】正社員の自己啓発（学び直し）を行う上での問題点

（出典）厚生労働省「平成30年度能力開発基本調査」（調査対象年度は平成29年度）より作成。

5.0 

11.9 

12.5 

12.9 

15.0 

17.7 

19.2 

22.3 

24.7 

27.9 

59.3 

0 20 40 60 80

その他

コース受講や資格取得の効果が定かでない

コース等の情報が得にくい

休暇取得・定時退社・早退・短時間勤務

の選択等が会社の都合でできない

適当な教育訓練機関が見つからない

自己啓発の効果が社内で評価されない

自分の目指すべきキャリアがわからない

どのようなコースが自分の目指すキャリア

に適切なのかわからない

家事・育児が忙しくて自己啓発の余裕がない

費用がかかりすぎる

仕事が忙しくて自己啓発の余裕がない

学び直しに当たって、時間と費用が主な問題となっている
社内評価や適当なコースの選択・コース情報の入手も問題として挙がっている

16
(%)

学び直しを行う上で問題があるとした者の割合及び問題点の内訳（複数回答）

問題があるとした正社員：79.9％

■ 【社会人】社会人教育未経験者が求める学び直し

社会人教育未経験者が学び直しを実施する際に重視するカリキュラム（３つまで選択）

21.3 

21.9 

22.6 

幅広い仕事に活用できる知識・技能を習得できる内容

最先端にテーマを置いた内容

特定の分野を深く追求した研究・学習が可能な内容

（単位：%）

（出典）社会人の大学等における学び直しの実態把握に関する調査研究（平成27年度イノベーション・デザイン＆テクノロジーズ株式会社
＜文部科学省：先導的大学改革推進委託事業＞）より作成。

学び直しで重視するカリキュラムは、「特定の分野を深く追求した研究・学習が可能な内容」、
「最先端にテーマを置いた内容」、「幅広い仕事に活用できる知識・技能を修得できる内容」。
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■ 【社会人】社会人教育未経験者が学び直しを行うための必要要件

社会人教育未経験者を対象にアンケートを実施。その中で、学び直しに関心がある者による回答。
全体としては「インターネットなどによる授業ができるシステムの整備」「授業料等の免除や奨学金等の充
実」が上位。
「授業料の免除や奨学金等の充実」は35歳以上の層の方が高い傾向。
「土日祝日、長期休暇などでの開講」は他の年代層に比べ、25歳以上40歳未満の割合が高い傾向。

出典：文部科学省「社会人の大学等における学び直しの実態把握に関する調査研究」
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事
情
に
よ
り
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修
業
年
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に
教
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る
こ
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度
）

の
活
用

通
学
に
便
利
な
場
所

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
な
ど
に
よ
る
授
業
が
で
き

る
シ
ス
テ
ム
の
整
備

授
業
料
等
の
免
除
や
奨
学
金
等
の
充
実

正
規
課
程
以
外
の
短
期
間
で
修
了
で
き
る
プ

ロ
グ
ラ
ム
の
充
実

職
場
や
上
司
か
ら
の
理
解

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

25歳以上、30歳未満
30歳以上、35歳未満
35歳以上、40歳未満
40歳以上、45歳未満
45歳以上、50歳未満
全体

(N=1556)
(上：実数、下：％)

*その他:「家族の理解」、等
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■ 【大学】実践的な教育を行える人材の確保

46.5%

44.8%

41.7%

32.1%

28.5%

14.0%

2.5%

教員の確保

国等からプログラム実施のための財政的な支援

社会人のニーズが把握できること

企業等からコンスタントに社会人が派遣される仕組み

企業等と連携したプログラムが実施（開発）できる環境

その他

無回答

（出典）社会人の大学等における学び直しの実態把握に関する調査研究（平成27年度イノベーション・デザイン＆テクノロジーズ株式会社
＜文部科学省：先導的大学改革推進委託事業＞）より作成。

主に社会人を対象としたプログラムを提供していない学部・学科・研究科におけるプログラムを提供するための条件（複数回答）

【調査対象：2,592学部・学科・研究科】

大学が社会人を対象とするプログラムを提供するには、教員の確保が課題。
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（出典）社会人の大学等における学び直しの実態把握に関する調査研究（平成27年度イノベーション・デザイン＆テクノロジーズ株式会社
＜文部科学省：先導的大学改革推進委託事業＞）より作成。
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■ 【大学】社会人の学び直しにおいて連携している関連機関

（N=1,036）
（上：実数、下：％）
※その他：「医療機関」「NPO法人」等

約４割が他機関と連携していない
連携している機関としては、企業や国・地方自治体の割合が多い
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（出典）社会人の大学等における学び直しの実態把握に関する調査研究（平成27年度イノベーション・デザイン＆テクノロジーズ株式会社
＜文部科学省：先導的大学改革推進委託事業＞）より作成。

134
12.9%

228
22.0%

309
29.8%

130
12.5% 90

8.7%

782
75.5%

153
14.8%

7
0.7%

155
15.0%

2
0.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

社
会
人
向
け
学
習
雑
誌
等
で
広
報

し
て
い
る

学
習
雑
誌
等
以
外
の
マ
ス
メ
デ
ィ

ア
等
で
広
報
し
て
い
る

オ
ー
プ
ン
キ
ャ
ン
パ
ス/

体
験
入
学

を
設
置
し
てPR

し
て
い
る

産
業
界
を
個
別
訪
問
し
てPR

し
て

い
る

メ
ル
マ
ガ
等
でPR

し
て
い
る

大
学
オ
フ
ィ
シ
ャ
ル
サ
イ
ト
でPR

し
て
い
る

特
段
のPR

は
実
施
し
て
い
な
い

わ
か
ら
な
い

そ
の
他

無
回
答

■ 【大学】主に社会人を対象としたプログラムに関する告知等の実施状況

（N=1,036）
※その他：「大学院説明会」「チラシ・パンフレットの配布」等

大学のオフィシャルサイトやオープンキャンパス等でのPRは多くの大学で取り組まれているが、メディ
アの活用や産業界へ直接PRを行っている大学は少ない

１割強はPRを実施していない
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■ 【企業】従業員が大学等で学ぶことに関する企業の対応

従業員が大学等で学ぶことの許可状況
（調査結果）

総数：136社（従事者の大学等での就学を認めていない企業）総数：1229社（従業員が大学等で学ぶことの可否について回答した企業）

（％）

0 10 20 30 40 50

56.6

24.3

本業に支障をきたすため

教育内容が実践的ではなく現
在の業務に生かせないため

0 20 40 60 80

原則認めている

上司の許可があれば認

めている

原則認めていない

特に定めていない

（出典）社会人の大学等における学び直しの実態把握に関する調査研究（平成27年度イノベーション・デザイン＆テクノロジーズ株式会社）
＜文部科学省：先導的大学改革推進委託事業＞より作成。

10.8

7.9

11.1

67.8

（％）

企業が従業員の大学等での就学を認めていない理由
（調査結果）

自社の従業員が大学等で学ぶことを認めているかという点については、「原則認めている」と「原則認
めていない」が拮抗しており、次いで「上司の許可があれば認めている」という順となっている。
認めていない場合、その主な理由は、「本業に支障をきたすため」「教育内容が実践的ではなく現在
の業務に生かせないため」が挙げられている。
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■ 【企業】企業の外部教育機関としての大学の位置付け

企業の８割が外部教育機関として民間の教育訓練機関を活用。一方、大学を活用するのはごくわずか。
大学を活用しない理由の上位は「大学を活用する発想がそもそもなかった」、「大学でどのようなプログ
ラムを提供しているかわからない」。

23


	①大学院に関するデータ
	大学院在学者数の推移
	学士課程・修士課程・博士課程進学者の規模（推計）
	諸外国との比較
	各国企業における博士号取得者の状況

	②リカレント教育全体関するデータ
	「理工系人材需給状況に関する調査結果概要」
	所得構造の両極化
	終身雇用の状況
	転職の意向
	グローバル企業のキャリア採用における求める能力等の例
	【社会人】正社員の学び直しの実施率、実施方法
	【社会人】正社員の学び直しの実施時間、費用負担、目的
	【社会人】正社員の自己啓発（学び直し）を行う上での問題点
	【社会人】社会人教育未経験者が求める学び直し
	【社会人】社会人教育未経験者が学び直しを行うための必要要件
	【大学】実践的な教育を行える人材の確保
	【大学】社会人の学び直しにおいて連携している関連機関
	【大学】主に社会人を対象としたプログラムに関する告知等の実施状況
	【企業】従業員が大学等で学ぶことに関する企業の対応
	【企業】企業の外部教育機関としての大学の位置付け


